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東京電⼒グループのめざすカーボンニュートラルと防災を軸とした「次世代まちづくり」
 2050年カーボンニュートラル実現に向け、⽴地企業や地⽅⾃治体との協働のもと、地域の再⽣可能エネルギー

を最⼤限活⽤した⾃⽴・分散型エネルギーシステムを実装し、地域全体のカーボンニュートラル化・防災性能を強
化することで、⾯的に地域課題を解決する新たな価値を提供してまいります。



2
脱炭素先⾏地域づくり事業への貢献（第⼀回採択事例）
 全公共施設、2⼤学、地域の商業施設等の多様な電⼒需要家が、各施設に太陽光発電設備等を設置すると

ともに、事業者と連携したEMS（エネルギーマネジメントシステム）による需給管理のもと系統最⼤効率化を進
めております。

 新設のごみ発電、市内外のフロート太陽光等の多様な再エネ電源を活⽤し、カーボンニュートラルと防災を軸とし
た「次世代まちづくり」を実装し、ナレッジとして横展開してまいります。

さいたま市、埼⽟⼤学、芝浦⼯業⼤学と
共同申請し、2022年度4⽉に採択



3
（参考）地域脱炭素移⾏・再エネ推進交付⾦(概要)

出典︓環境省
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（参考）地域脱炭素移⾏・再エネ推進交付⾦(分類・対象)

出典︓環境省

事業区分 脱炭素先⾏地域づくり事業 重点対策加速化事業

交付要件 脱炭素先⾏地域に選定されていること
(⼀定の地域で⺠⽣部⾨の電⼒消費に伴うCO2排出実質ゼロ達成等)

再エネ発電設備を⼀定以上導⼊すること
(都道府県・指定都市・中核市︓1MW以上、その他の市町村︓0.5MW以上)

対象事業

1. CO2排出削減に向けた設備導⼊事業(①は必須)
① 再エネ設備整備(⾃家消費型、地域共⽣・地域裨益型)

地域の再エネポテンシャルを最⼤限活かした再エネ設備の導⼊
• 再エネ発電設備︓太陽光、⾵⼒、中⼩⽔⼒、バイオマス等
• 再エネ熱利⽤設備/未利⽤熱利⽤設備︓地中熱､温泉熱等

② 基盤インフラ整備
地域再エネ導⼊･利⽤最⼤化のための基盤インフラ設備の導⼊
• ⾃営線、熱導管
• 蓄電池､充放電設備
• 再エネ由来⽔素関連設備
• エネマネシステム等

③ 省CO2等設備整備
地域再エネ導⼊･利⽤最⼤化のための省CO2等設備の導⼊
• ZEB・ZEH、断熱改修
• ゼロカーボンドライブ(電動⾞、充放電設備等)
• その他省CO2設備(⾼機能・⾼効率換気・空調、コジェネ等)

2. 効果促進事業
「1. CO2排出削減に向けた設備導⼊事業」と⼀体となって設
備導⼊の効果を⼀層⾼めるソフト事業等

①〜⑤のうち２つ以上を実施(①⼜は②は必須)
① 屋根置きなど⾃家消費型の太陽光発電

(例︓公共施設等の屋根等に⾃家消費型の太陽光発電設備を設
置する事業)

② 地域共⽣・地域裨益型再エネの⽴地
(例︓未利⽤地、ため池、廃棄物最終処分場等を活⽤し、再エネ設
備を設置する事業)

③ 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達
と更新や改修時のZEB化誘導
(例︓新築・改修予定の公共施設において省エネ設備を⼤規模に導
⼊する事業)

④ 住宅・建築物の省エネ性能等の向上
(例︓ZEH、ZEH＋、既築住宅改修補助事業)

⑤ ゼロカーボン・ドライブ(※)
(例︓地域住⺠のEV購⼊⽀援事業、EV公⽤⾞を活⽤したカーシェア
リング事業)
※再エネとセットでEV等を導⼊する場合に限る

交付率 原則２／３*1 ２／３〜１／３、定額
事業期間 おおむね５年程度

備考  複数年度にわたる交付⾦事業計画の策定・提出が必要(計画に位置づけた事業は年度間調整及び事業間調整が可能)
 各種設備整備・導⼊に係る調査・設計等や設備設置に伴う付帯設備等も対象に含む

*1: (太陽光発電設備除く)及び②について、財政⼒指数が全国平均(0.51)以下の⾃治体は3/4。②③の⼀部は定額

①⑤については、国の⽬標を上回る導⼊量、④については国の基
準を上回る要件とする事業の場合、単独実施を可とする。
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